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令和２年２月２０日判決言渡 

平成３１年（行ケ）第１００４５号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 令和２年１月１６日 

判      決 

     

         原 告    イ ワ ツ キ 株 式 会 社 

          

         同訴訟代理人弁理士    花   田   吉   秋 

                      花   田   健   史 

                      日 比 谷   征   彦 

                      日 比 谷   洋   平 

 

         被 告    株 式 会 社 瑞 光 

          

         同訴訟代理人弁護士    後   藤   未   来 

                      白 波 瀬   悠 美 子 

         同訴訟代理人弁理士    市   川   英   彦 

                      青   木   孝   博 

主      文 

       １ 原告の請求を棄却する。 

       ２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

   特許庁が無効２０１７－８００１３８号事件について平成３１年２月２５日

にした審決を取り消す。 

第２ 事案の概要（後掲証拠及び弁論の全趣旨から認められる事実） 
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１ 特許庁における手続の経緯等 

(1) 被告は，名称を「創傷被覆材用表面シートおよび創傷被覆材」とする発明

に係る特許権（特許第５１８０４１０号。平成２３年５月３１日出願（以下

「本件出願日」という。優先日平成２２年６月１日（以下「本件優先日」と

いう。），優先権主張国日本国），平成２５年１月１８日設定登録。請求項

の数２６。以下，同特許権に係る特許を「本件特許」という。）の特許権者

である（甲５２）。 

(2) 原告は，平成２９年１０月１８日に特許庁に無効審判請求をし，特許庁は

上記請求を無効２０１７－８００１３８号事件として審理した。 

(3) 被告は，平成３０年１０月２６日，特許請求の範囲について訂正請求をし

た（甲３４。以下「本件訂正」という。）。 

(4) 特許庁は，平成３１年２月２５日，「特許第５１８０４１０号の特許請求

の範囲を訂正請求書に添付された訂正特許請求の範囲のとおり，訂正後の請

求項〔１－２６〕について訂正することを認める。本件審判の請求は，成り

立たない。」との審決（以下「審決」という。）をし，その謄本は，同年３

月７日，原告に送達された。 

(5) 原告は，平成３１年４月４日，審決の取消しを求めて本件訴訟を提起した。 

２ 特許請求の範囲の記載 

 本件訂正後の特許請求の範囲の記載は，次のとおりである。以下，各請求項

に記載の発明を，請求項の番号に従って「本件発明１」などといい，本件発明

１～２６を「本件発明」と総称する。本件特許の明細書を，図面を含めて「本

件明細書」という。また，本件明細書の図面は，別紙本件明細書図面目録記載

のとおりである。 

【請求項１】 創傷部位（５）の少なくとも創傷部位と対面する部位に配され

る表面シートであって，  

 上記の創傷部位（１５）と対面する第１表面（１１）と，これとは反対側
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の第２表面（１２）と，両表面（１１・１２）間に亘って厚さ方向に貫通す

る多数の貫通孔（１３）とを有する，樹脂製のシート材からなり， 

上記の貫通孔（１３）は，上記の創傷部位と上記の第２表面との間に貯留

空間を有し，上記の創傷部位の上に滲出液を保持するとともに，上記の第１

表面（１１）側から第２表面（１２）側への液体の透過を許容し， 

上記の第１表面（１１）が疎水性を備えており， 

上記の第１表面（１１）における生理食塩水との接触角が８５度以上であ

り， 

上記のシート材は，低密度ポリエチレン樹脂材料を用いて形成し， 

上記の第１表面（１１）と第２表面（１２）との間の寸法は１００～２０

００μｍであること 

を特徴とする，創傷被覆材用表面シート。  

【請求項２】 上記の第１表面（１１）における表面張力が４０ｄｙｎｅ／ｃ

ｍ以下であり，前記の貫通孔（１３）は，５０～４００個／㎠の密度で存在

する，請求項１に記載の創傷被覆材用表面シート。 

【請求項３】 上記の第１表面（１１）は，シリコーン，ポリウレタン，スチ

レン－ブタジエン－スチレンブロックコポリマー，テトラフルオロエチレン・

ヘキサフルオロプロピレンコポリマー，テトラフルオロエチレン・パーフル

オロアルキルビニルエーテルコポリマーおよびポリテトラフルオロエチレン

からなる群から選ばれる１以上の撥水性物質により被覆してある，請求項１

または２に記載の創傷被覆材用表面シート。 

【請求項４】 上記の第１表面（１１）と第２表面（１２）との間の寸法は１

００～２０００μｍであり，  

 前記の貫通孔（１３）は，上記の第１表面（１１）での開口面積が直径２

８０～１４００μｍの円形に相当し，上記の第２表面（１２）での開口面積

が上記の第１表面（１１）での開口面積より小であり，５０～４００個／㎠



 4 

の密度で存在し，開孔率が１５～６０％である，請求項１～３のいずれかに

記載の創傷被覆材用表面シート。  

【請求項５】 少なくとも透液層（１）と吸収保持層（３）との２つの層を備

えた創傷被覆材であって，  

 創傷部位（１５）と対面するように使用される側から順に，上記の透液層

（１）と吸収保持層（３）とを積層してなり， 

 上記の透液層（１）は，請求項４に記載の表面シート（１０）からなり， 

 上記の吸収保持層（３）は，水を吸収保持可能なシート材を含有すること

を特徴とする創傷被覆材。  

【請求項６】 上記の吸収保持層（３）の，上記の透液層（１）とは反対側に，

第２の透液層（１ａ）がさらに積層してある，請求項５に記載の創傷被覆材。 

【請求項７】 上記の吸収保持層（３）の，創傷側とは反対側の表面に保護層

（４）をさらに備え，この保護層（４）は，樹脂フィルム，織布，編布もし

くは不織布からなる，請求項５に記載の創傷被覆材。 

【請求項８】 上記の保護層（４）は他の全ての層を覆うとともに，この他の

層より広い面積に形成されて，他の層の外側にはみ出した外縁部（６）を備

えており， 

 上記の外縁部（６）は上記の他の層が積層された側の表面の少なくとも一

部に粘着部（７）を有する，請求項７に記載の創傷被覆材。  

【請求項９】 上記の保護層（４）は，上記の外縁部（６）に粘着部（７）を

有しない非粘着部（８）を備えている，請求項８に記載の創傷被覆材。  

【請求項１０】 上記の保護層（４）は，上記の他の層の外側に，上記の外縁

部（６）が形成されていない部分を備えている，請求項８に記載の創傷被覆

材。  

【請求項１１】 上記の保護層（４）は，上記の外縁部（６）に，スリット（９）

もしくは小孔を上記の他の層の外周に沿って備えている，請求項８に記載の
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創傷被覆材。  

【請求項１２】 上記の透液層（１・１ａ）と上記の吸収保持層（３）との間

に透液制限層（２）が設けてあり，  

 この透液制限層（２）は疎水性材料で形成された，微多孔質のフィルム，

織布，編布または不織布からなり，この透液制限層（２）を介して上記の透

液層（１）から吸収保持層（３）への液体の移動を許容する，請求項５～１

１のいずれかに記載の創傷被覆材。  

【請求項１３】 前記の透液制限層（２）はポリオレフィン系樹脂からなり，

ＪＩＳ Ｌ １０９６に従って測定される通気度が５～２０００㎤／㎠・Ｓ

であり，ＪＩＳ Ｌ １０９２に従って測定される撥水度が３級以上である，

請求項１２に記載の創傷被覆材。 

【請求項１４】 前記の透液制限層（２）が，ポリプロピレン繊維からなる不

織布を用いて形成してある，請求項１２または請求項１３に記載の創傷被覆

材。 

【請求項１５】 前記の吸収保持層（３）はエアレイド不織布を用いて形成し

てある，請求項５～１４のいずれかに記載の創傷被覆材。 

【請求項１６】 前記の吸収保持層（３）はフラッフパルプを有する，請求項

５～１５のいずれかに記載の創傷被覆材。 

【請求項１７】 前記の吸収保持層（３）はさらに高吸収性ポリマーを有し，

この高吸収性ポリマーと上記のフラッフパルプとの重量比が１０：９０～２

５：７５である，請求項１６に記載の創傷被覆材。 

【請求項１８】 上記の高吸収性ポリマーがポリアクリル酸ナトリウム系であ

る，請求項１７に記載の創傷被覆材。 

【請求項１９】 前記の吸収保持層（３）は創傷部位側で隣接する他の層と少

なくとも部分的に非接合である，請求項５～１８のいずれかに記載の創傷被

覆材。 
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【請求項２０】 上記の透液層（１）と上記の吸収保持層（３）とを直接積層

してなり， 

 上記の吸収保持層（３）は上記の透液層（１）と一体化されておらず，透

液層（１）の第２表面（１２）に沿って移動可能である，請求項１９に記載

の創傷被覆材。  

【請求項２１】 前記の吸収保持層（３）が，少なくとも創傷部位に沿って変

形可能な伸縮性を備える，請求項５～２０のいずれかに記載の創傷被覆材。 

【請求項２２】 請求項１～４のいずれかに記載の表面シート（１０）からな

る透液層（１）を備えることを特徴とする，創傷被覆材。  

【請求項２３】 上記の表面シート（１０）の第２表面（１２）側に透液制限

層（２）を積層してあり，この透液制限層（２）は疎水性材料で形成された，

微多孔質のフィルム，織布，編布または不織布を用いて形成してあり，この

透液制限層（２）はその厚さ方向に液体の通過を許容する，請求項２２に記

載の創傷被覆材。 

【請求項２４】 前記の透液制限層（２）はポリオレフィン系樹脂からなり，

ＪＩＳ Ｌ １０９６に従って測定される通気度が５～２０００㎤／㎠・Ｓで

あり，ＪＩＳ Ｌ １０９２に従って測定される撥水度が３級以上である，請

求項２３に記載の創傷被覆材。 

【請求項２５】 前記の透液制限層（２）が，ポリプロピレン繊維からなる不

織布を用いて形成してある，請求項２３または２４に記載の創傷被覆材。  

【請求項２６】 前記の創傷部位（１５）と対面する側とは反対側の表面に粘

着層（２１）を有する，請求項５～２５のいずれかに記載の創傷被覆材。 

３ 審決の理由の要旨 

(1) 原告（請求人）は，本件発明について，①下記の甲１，３～１２，１４～

１６及び１８（以下，下記の文献については，「甲１文献」などという。文

献記載の図面は，各文献に係る文献図面目録のとおりである。）に記載の発
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明に基づく進歩性欠如（無効理由１），②サポート要件違反（無効理由４）

を含む無効理由１～４を主張した。 

審決の理由は，別紙審決書（写し）記載のとおりであり，このうち取消事

由に関係する部分は，要するに，①無効理由１については，本件優先日当時

の当業者は，甲１文献に記載の発明との下記相違点１ｃ，５ａ，２２ｃにつ

いて，甲３～１２，１４～１６及び１８文献に記載された事項を組み合わせ

ることにより容易に想到し得たものではないから，本件発明は進歩性を欠如

するとはいえない，②無効理由４については，本件発明１の「生理食塩水と

の接触角が８５度以上」との事項に関しても発明の詳細な説明に記載されて

いるから，発明の詳細な説明はサポート要件に適合するというものである。 

甲１：特開２００７－１３０１３４号公報   

甲３：安田武夫，「プラスチック材料の各動特性の試験法と評価結果〈５〉」，

プラスチックス，日本プラスチック工業連盟，２０００年６月，５１

巻６号第１１９～１２７頁  

甲４：牧廣他３名編，「図解プラスチック用語辞典第２版」，日刊工業新聞

社，１９９４年１１月２７日第２版第１刷，５０７頁，７７２～７７

３頁  

甲５：特許庁編，「周知慣用技術集（高分子）」，平成１０年７月１３日発

行，８頁，１９～２０頁   

甲６：「工業大事典１７」，平凡社，１９６２年５月３０日発行，２３頁  

甲７：特表２００３－５０６１５１号公報   

甲８：特開平２－２０２５５３号公報   

甲９：特開２０００－３４５４７４号公報   

甲１０：国際公開第２００８／００４３８０号   

甲１１：実願平１－１１７５３４号（実開平３－５６４２９号）のマイクロ

フィルム   
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甲１２：特開２００８－１１３７８１号公報   

甲１４：国際公開第２００８／１４９５０５号   

甲１５：鈴木健司，「１．３．ＭＥＭＳ技術を利用した機能表面の創成と応

用」，ＦＭＳ研究成果報告書（平成２８年３月），工学院大学   

甲１６：高田保之，「ぬれと表面張力」，２００４年１月，伝熱４３巻１７

８号，４３～４８頁   

甲１８：牧廣他３名編，「図解プラスチック用語辞典第２版」，日刊工業新

聞社，１９９４年１１月２７日第２版第１刷，６４６頁 

(2) 審決が甲１文献から認定した発明（以下「甲１－１発明」，「甲１－２発

明」という。）及び本件発明１，５，２２との一致点及び相違点は次のとお

りである。 

ア 甲１文献から認定した発明 

(ｱ) 甲１－１発明 

「傷手当用品の下面側に位置するシート状の被覆層であって，   

被覆層には，貫通する孔が設けられ，傷からの体液が吸収層へ移動し

得るようになっており， 

被覆層下面側の少なくとも傷接触表面は疎水性を有し，傷手当用品を

傷から容易に分離するために，被覆層のこの疎水性の表面は，水との接

触角が６５°以上であることが好ましく，９０°以上であることが更に

好ましく， 

被覆層は伸縮性のシートで形成することが好ましく，ポリエチレン等

が使用される， 

シート状の被覆層。」 

(ｲ) 甲１－２発明 

「傷手当用品の下面側に位置するシート状の被覆層と，傷手当用品の上面

側に位置するシート状の被覆層と，これらの被覆層の間に介在させた吸
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収層とを備えた傷手当用品であって， 

 吸収層の外側で被覆層と被覆層の外周縁をシール部で互いに接合され，  

 被覆層には，貫通する孔が設けられ，傷からの体液が吸収層へ移動し

得るようになっており， 

 被覆層下面側の少なくとも傷接触表面は疎水性を有し，傷手当用品を

傷から容易に分離するために，被覆層のこの疎水性の表面は，水との接

触角が６５°以上であることが好ましく，９０°以上であることが更に

好ましく， 

 被覆層は伸縮性のシートで形成することが好ましく，ポリエチレン等

が使用され， 

 吸収層は，セルロース系繊維，パルプ，高分子吸水ポリマー等の吸水

性の高い材料を単独又は併用して使用することができる， 

 傷手当用品。」   

イ 本件発明１と甲１－１発明の対比 

 本件発明１と甲１－１発明は以下の［一致点ａ］で一致し，［相違点１

ａ］～［相違点１ｃ］について相違する。 

［一致点ａ］ 

「創傷部位の少なくとも創傷部位と対面する部位に配される表面シートであ

って，  

 上記の創傷部位と対面する第１表面と，これとは反対側の第２表面と，

両表面間に亘って厚さ方向に貫通する多数の貫通孔とを有する，樹脂製の

シート材からなり， 

 上記の貫通孔は上記の第１表面側から第２表面側への液体の透過を許容

し，上記の第１表面が疎水性を備えている， 

 創傷被覆材用表面シート。」   

［相違点１ａ］ 



 10 

 本件発明１の表面シートは，「第１表面（１１）における生理食塩水と

の接触角が８５度以上」であるのに対し，甲１－１発明のシート状の被覆

層の下面側の傷接触表面は，「傷手当用品を傷から容易に分離するために，

被覆層のこの疎水性の表面は，水との接触角が６５°以上であることが好

ましく，９０°以上であることが更に好まし」いとされているが，「生理

食塩水との接触角が８５度以上」であるか不明である点。 

［相違点１ｂ］ 

 本件発明１の表面シートは「低密度ポリエチレン樹脂材料を用いて形成

している」のに対し，甲１－１発明のシート状の被覆層はポリエチレン等

の材料を用いている点。 

［相違点１ｃ］ 

本件発明１の表面シートの貫通孔は，「上記の創傷部位と上記の第２表

面との間に貯留空間を有し，上記の創傷部位の上に滲出液を保持」し，「上

記の第１表面（１１）と第２表面（１２）との間の寸法は１００～２００

０μｍ」であるのに対し，甲１－１発明のシート状の被覆層の孔は，本件

発明１のように，滲出液を保持するものであるとは特定されていないし，

寸法が１００～２０００μｍであるとも特定されていない点。 

ウ 本件発明５と甲１－２発明の対比 

     本件発明５と甲１－２発明は，下記［一致点ｂ］で一致し，［相違点５

ａ］～［相違点５ｃ］において相違する。 

［一致点ｂ］ 

「少なくとも透液層と吸収保持層との２つの層を備えた創傷被覆材であって，  

 創傷部位と対面するように使用される側から順に，上記の透液層と吸収

保持層とを積層してなり， 

 上記の吸収保持層は，水を吸収保持可能なシート材を含有し， 

 上記の透液層は， 
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 創傷部位の少なくとも創傷部位と対面する部位に配され，上記の創傷部

位と対面する第１表面と，これとは反対側の第２表面と，両表面間に亘っ

て厚さ方向に貫通する多数の貫通孔とを有する，樹脂製のシート材からな

り， 

 上記の貫通孔は上記の第１表面側から第２表面側への液体の透過を許容

し，上記の第１表面が疎水性を備えている，表面シートからなる， 

 創傷被覆材。」 

［相違点５ａ］ 

本件発明５の表面シートの貫通孔が，「上記の創傷部位と上記の第２表

面との間に貯留空間を有し，上記の創傷部位の上に滲出液を保持」し，「第

１表面（１１）と第２表面（１２）との間の寸法は１００～２０００μｍ

であり，貫通孔（１３）は，第１表面（１１）での開口面積が直径２８０

～１４００μｍの円形に相当し，第２表面（１２）での開口面積が第１表

面（１１）での開口面積より小であり，５０～４００個／㎠の密度で存在

し，開孔率が１５～６０％」であるのに対し，甲１－２発明のシート状の

被覆層の孔は，本件発明５のように，滲出液を保持するものであるとは特

定されていないし，貫通孔の寸法，密度及び開孔率も特定されていない点。 

［相違点５ｂ］ 

本件発明５の表面シートは，「第１表面（１１）における生理食塩水と

の接触角が８５度以上」であるのに対し，甲１－２発明のシート状の被覆

層の下面側の傷接触表面は，「傷手当用品を傷から容易に分離するために，

被覆層のこの疎水性の表面は，水との接触角が６５°以上であることが好

ましく，９０°以上であることが更に好まし」いとされているが，「生理

食塩水との接触角が８５度以上」であるか不明である点。 

［相違点５ｃ］ 

本件発明５の表面シートは「低密度ポリエチレン樹脂材料を用いて形成
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している」のに対し，甲１－２発明のシート状の被覆層はポリエチレン等

の材料を用いている点。 

エ 本件発明２２と甲１－２発明の対比 

     本件発明２２と甲１－２発明は，［一致点ｃ］で一致し，［相違点２２

ａ］～［相違点２２ｃ］において相違する。 

［一致点ｃ］ 

「創傷部位の少なくとも創傷部位と対面する部位に配される表面シートであ

って，   

 上記の創傷部位と対面する第１表面と，これとは反対側の第２表面と，

両表面間に亘って厚さ方向に貫通する多数の貫通孔とを有する，樹脂製の

シート材からなり， 

 上記の貫通孔は上記の第１表面側から第２表面側への液体の透過を許容

し，上記の第１表面が疎水性を備えている表面シートからなる透液層を備

えた，創傷被覆材。」 

［相違点２２ａ］ 

本件発明２２の表面シートは，「第１表面（１１）における生理食塩水

との接触角が８５度以上」であるのに対し，甲１－２発明のシート状の被

覆層の下面側の傷接触表面は，「傷手当用品を傷から容易に分離するため

に，被覆層のこの疎水性の表面は，水との接触角が６５°以上であること

が好ましく，９０°以上であることが更に好まし」いとされているが，「生

理食塩水との接触角が８５度以上」であるか不明である点。 

［相違点２２ｂ］ 

本件発明２２の表面シートは「低密度ポリエチレン樹脂材料を用いて形

成している」のに対し，甲１－２発明のシート状の被覆層はポリエチレン

等の材料を用いている点。 

［相違点２２ｃ］ 
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本件発明２２の表面シートの貫通孔は，「上記の創傷部位と上記の第２

表面との間に貯留空間を有し，上記の創傷部位の上に滲出液を保持」し，

「上記の第１表面（１１）と第２表面（１２）との間の寸法は１００～２

０００μｍ」であるのに対し，甲１－２発明のシート状の被覆層の孔は，

本件発明２２のように，滲出液を保持するものであるとは特定されておら

ず，寸法が１００～２０００μｍであるとも特定されていない点。 

(3) 無効理由２及び３についての審決の判断並びに上記(2)の一致点及び相違

点の認定については，争いがない。 

４ 取消事由 

取消事由１：進歩性判断の誤り（無効理由１） 

取消事由２：サポート要件の判断の誤り（無効理由４） 

第３ 原告の主張 

１ 取消事由１（進歩性判断の誤り）について 

(1) 審決は，甲１－１発明において相違点１ｃ，５ａ，２２ｃの構成を適用す

ることについて，当業者が容易に想到し得たとはいえないとして，本件発明

１～２６の進歩性を肯定したが，誤りである。 

(2) 技術常識等 

ア 創傷被覆材に関する一般論（甲２０，５４～５７） 

湿潤環境下療法において，滲出液の量の多少及びその変動にかかわらず，

創傷部位に所望の水分量を維持することができる創傷被覆材を提供するこ

とは，本件優先日当時，当業者における周知の技術的課題であった。 

イ 初期耐水圧性に関する技術常識（甲１０，１９） 

 初期耐水圧性を有する第１層は，滲出液の圧力に応じて，これを保持し

又は透過させるため，創傷面の適度な湿潤環境を保持することができるこ

とが技術常識であった（甲１９）。この事実は，甲１０文献の段落［００

０３］，［００３８］及び［００３９］の記載からも根拠付けられる。 
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ウ 当業者の通常の創作能力（甲１２，１７） 

 甲１２文献の記載（【請求項１】，段落【０００５】，【０００６】，

【００１７】，【００１８】及び【００２６】～【００３３】），甲１７

の記載（【請求項４】，段落【０００７】，【０００８】，【００１２】，

【００２０】～【００２３】，【００２７】～【００３３】）によれば，

創傷からの滲出液による湿潤環境を維持しながら治療する創傷被覆材の技

術分野において，滲出液の保持機能と滲出液の排出機能とを満たす創傷被

覆材を得るために，創傷部位に接する層に設けられた貫通孔に着目して改

良を加えることは，本件優先日当時における当業者の通常の創作能力の範

囲であった。なお，甲１７は本件優先日後に発行されたものであるが，当

業者である被告が平成２０年１２月４日にした特許出願が出願公開された

ものとして，同日における当業者の有する通常の創作能力を示すものであ

り，本件優先日（平成２２年６月１日）当時におけるそれを示すものでも

あることは明らかである。 

(3) 相違点１ｃの容易想到性について 

ア 甲１文献及び甲１０文献の記載 

(ｱ) 甲１－１発明は，液体不透過性のプラスチックシートを使用し，ここ

を貫通する孔を設けて液体透過性のものとし，吸収層へ体液などの液体

が移動し得るものとしたものである（【００２１】，【００２９】，【０

０３２】）。また，甲１－１発明は，水吸収時にゲルを形成する物質を

含ませた吸収層と併用することにより，創傷を湿潤状態に保ち，傷の治

癒を促進することができるものである（【００３４】）。 

(ｲ) 甲１０文献の［０００３］，［００２３］，［００２４］，［００２

７］，［００２８］，［００２９］，［００３５］，請求の範囲［１］，

［４］の記載によれば，甲１０文献には，「湿潤治療法に使用される創

傷被覆材において，第１層（創傷部位に接する層）が有する貫通孔」に
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ついて，相違点１ｃに係る構成が開示され，これは，創傷面との間にお

いて適度な貯留空間を形成して創傷面上に適度な滲出液を保持するとの

技術的課題を解決するためのものである。 

イ 動機付けがあること 

(ｱ) 甲１－１発明と甲１０文献の創傷被覆材は，水吸収時にゲルを形成す

る物質を含ませた吸収層と併用することにより，創傷を湿潤状態に保ち，

傷の治癒を促進することができるものである点で，技術的課題が共通し

ている。 

 また，上記(2)のとおり，①滲出液の量の多少及びその変動にかかわら

ず，創傷部位に所望の水分量を維持することができる創傷被覆材を提供

することは，本件優先日当時の当業者における周知の技術的課題であり，

また，②初期耐水圧性を有する第１層は，滲出液の圧力に応じて，これ

を保持し，又は透過させ，創傷面の適度な湿潤環境を保持することがで

きることは，本件優先日当時における当業者の技術常識であったのに加

え，③滲出液の保持機能と滲出液の排出機能とを満たす創傷被覆材を得

るために，創傷部位に接する層に設けられた貫通孔に着目して，これに

改良を加えることは，本件優先日当時における当業者の通常の創作能力

の範囲であった。 

 そうすると，当業者は，孔について特定のない甲１－１発明の被覆材

を傷手当用品に使用するに当たり，滲出液の量の多少及びその変動にか

かわらず，創傷部位に所望の水分量を維持するためには，滲出液の圧力

に応じて，これを保持し，又は透過させることができればよいとの着想

に至るはずである。 

そして，甲１０文献には，創傷部位に接する層について，創傷面との

間に適度な貯留空間を形成して創傷面上に適度な滲出液を保持するため

に，ここに設けられる貫通孔の開孔率，深さ，存在密度，開孔径，形状
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を所定のものとすることにより，初期耐水圧性を有するものとすること

が記載されているから（［００２９］），当業者は，甲１－１発明に甲

１０文献に記載された上記ア(ｲ)の技術的事項を適用すれば，創傷面との

間に適度な貯留空間を形成して創傷面上に適度な滲出液を保持すること

ができることを認識したはずである。 

 以上のとおり，当業者には，甲１０文献に記載された上記ア(ｲ)の技術

的事項を甲１－１発明に適用する動機付けがあるから，甲１－１発明に

おいて，相違点１ｃに係る本件発明１の構成を採用することは当業者が

容易に想到し得たものである。また，そのようにして得られる効果，す

なわち，適度な貯留空間を形成して創傷面上に適度な滲出液を保持する

との効果も，当業者が十分に予見することができたものに過ぎない。 

(ｲ) 甲２０には，湿った環境を維持して創傷を治癒する創傷被覆材に使用

するためのトップシートについて，創傷対向面と裏面とを有し，テーパ

ー状毛管が設けられ，創傷部位から液体が通過することを許容する構成

が記載され，このようなトップシートの裏面に隣接してヒドロゲル層を

設けると，これらが相互作用して湿った創傷環境を長期間維持すること

が可能になることが記載されている（【００２３】，【００２４】，【０

０４６】及び【００４８】等）。甲２０のトップシートの孔は，①第１

表面においての方が第２表面においてより大きく，②貫通孔の密度が５

０～２００／㎠であって，③開口率が１５～５０％，④孔の深さが２０

０～２０００㎛，⑤開口面積が直径３００～１０００㎛，⑥ゲル層との

併用が可能である点で，甲１０文献の第１層（第１シート材）と共通し

ているから，甲２０の「トップシート」と甲１０文献に記載された第１

層（第１シート材）とは同様の性質を有することが推認される。したが

って，甲１０文献及び甲２０の記載に接した当業者であれば，甲１０文

献に記載された「第１シート材」と，「その裏面に隣接し，液体と接触
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すると短時間に吸収，膨潤し，ゲル化する材料を含む層」とを併用する

と，これらが相互作用して湿った創傷環境を長期間維持することが可能

になることを認識するはずである。 

甲１－１発明は，「創傷を湿潤状態に保ち，傷の治癒を促進する」こ

とも技術的課題とし，この課題解決のために水吸収時にゲルを形成する

物質を含む吸収層と併用されるものである。甲１０文献及び甲２０に接

した当業者であれば，甲１０文献に記載された第１層（第１シート材）

と，「その裏面に隣接し，液体と接触すると短時間に吸収，膨潤し，ゲ

ル化する材料を含む層」とを併用すると，これらが相互作用して湿った

創傷環境を長期間維持することができることを予見して，甲１－１発明

の孔に，甲１０文献の貫通孔を適用する動機付けは十分にある。 

なお，被告は，甲１０文献の第３層（第３シート材）は，甲２０のヒ

ドロゲル層ではなく任意材料としてゲルを含む吸収層３に相当すると主

張する（後記第４の１(1)イ(ｳ)）。仮にそうであるとしても，甲２０に

おいて「超吸収剤の粒子を分散させた従来の繊維製吸収パッド類」では

なくヒドロゲル層を用いることはコストの問題に過ぎないから，甲１０

文献の第１シート材の裏面に隣接して，ヒドロゲル層ではなく「超吸収

剤の粒子を分散させた従来の繊維製吸収パッド類」を設けた場合であっ

ても，湿った創傷環境を長期間維持することが可能になると認識するは

ずである。そして，甲１文献の吸収層は，甲２０の「超吸収剤の粒子を

分散させた従来の繊維製吸収パッド類」に相当するから，甲１－１発明

における孔に変えて甲１０文献の貫通孔を適用する動機付けがある。 

(ｳ) 甲１０文献の第１層に係る構成を組み合わせることについて 

本件発明１は「創傷被覆材に使用される表面シート」の発明であり，

積層される他の層についての特定はないから，甲１０文献の第１層（第

１シート材）が第２層（第２シート材）に積層される態様で使用される
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ものであったとしても，甲１０文献の第１層の構成を甲１－１発明に組

み合わせて本件発明１の構成に至ることを妨げるものではない。 

甲１０文献の［００３５］，［００３８］の記載によれば，甲１０文

献の第１層の貫通孔の構造は，第１層のみにおいても技術的意義を有す

るものである。さらに，甲１９の［００３５］によれば，創傷部位に接

する層で初期耐水圧の機能を発揮するものは，一枚のシート材によって

構成することができ，このことは，本件優先日における技術常識であっ

た。 

これによれば，甲１０文献の第１層の貫通孔に係る構成を甲１－１発

明に組み合わせる動機付けがあったといえる。 

(ｴ) 甲１０文献の第１層と第２層を取り出すこと 

さらに，三層構造を有する創傷被覆材において，部分部分を細分化し

ても良いことは本件優先日における技術常識である（甲５９）。そうす

ると，当業者は，甲１０文献の創傷被覆材から第１層と第２層を取り出

し，これを甲１－１発明に適用することを容易に想到することができた

といえる。 

(ｵ) 以上のとおり，甲１－１発明に，甲１０文献に記載された上記ア(ｲ)

の技術的事項を適用することは当業者が容易に想到し得たものである。

また，そのようにして得られる効果，すなわち，適度な貯留空間を形成

して創傷面上に適度な滲出液を保持するとの効果も，当業者が十分に予

見することができたものに過ぎない。 

ウ 本件発明１の進歩性判断の誤り 

本件優先日当時における当業者の技術水準を正しく認定すれば，相違点

１ｃは容易想到なのであるから，この相違点が容易想到ではないとの理由

のみによって本件発明１の進歩性を肯定した審決の判断は誤りである。 

エ 本件発明２～４の進歩性判断の誤り 
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 本件発明１の従属項である本件発明２～４についても，同様に審決の判

断は誤りである。 

(4) 相違点５ａの容易想到性について 

ア 上記(3)と同様の理由により，当業者が，甲１０文献に記載された技術的

事項を甲１－２発明に適用する動機付けがあるから，甲１－２発明におい

て，相違点５ａに係る構成を採用することは当業者が容易に想到し得たも

のである。 

イ 本件発明５の進歩性判断の誤り 

上記(3)ウと同様の理由により，本件発明５に進歩性があるとした審決の

判断は誤りである。 

ウ 本件発明６～２１の進歩性判断の誤り 

 本件発明５の従属項である本件発明６～２１についても，同様に審決の

判断は誤りである。 

(5) 相違点２２ｃの容易想到性について 

ア 上記(3)と同様の理由により，当業者が，甲１０文献に記載された技術的

事項を甲１－２発明に適用する動機付けがあるから，甲１－２発明におい

て，相違点２２ｃに係る構成を採用することは当業者が容易に想到し得た

ものである。 

イ 本件発明２２の進歩性判断の誤り 

上記(3)ウと同様の理由により，本件発明２２に進歩性があるとした審決

の判断は誤りである。 

ウ 本件発明２３～２５の進歩性判断の誤り 

 本件発明２２の従属項である本件発明２３～２５についても，同様に審

決の判断は誤りである 

エ 本件発明２６の進歩性判断の誤り 

(ｱ) 創傷被覆材において，創傷部位と対面する層の創傷部位と対面する側
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と反対側の面を他の部材と密着させるようにすることは，周知の技術で

あり（甲１０文献［００４０])，その採否は，当業者が適宜決定し得た

程度のことである。また，部材間を密着させるために当該部材の一方の

表面に「粘着層」を設けることも慣用技術である。 

そうすると，甲１－２発明において，「下面側被覆層」の創傷部位と

対面する側とは反対側の表面に粘着層を有するようにすることは，甲１

０文献に例示される上記周知技術に接した当業者が適宜なし得た程度の

ことである。 

(ｲ) また，甲２２には，複数の貫通孔を有する創面被覆材と，吸収材と，

吸収材被覆材とを備えた創傷被覆保議材が記載され（実用新案登録請求

の範囲），吸収材被覆材７に粘着層９を塗布していることが記載されて

いる（６頁）から，これを「反対側の表面」に粘着層を設けることは，

当業者であれば適宜なし得ることである。 

(ｳ) したがって，本件発明２６についても，進歩性がないことが明らかで

ある。 

(6) 以上によれば，本件発明１～２６についての審決の進歩性判断には誤りが

あり，これらの誤りは審決の結論の影響を及ぼすことが明らかであるから，

審決は取り消されるべきである。 

２ 取消事由２（サポート要件の判断の誤り）について 

(1) 審決は，本件発明１の「生理食塩水との接触角が８５度以上」における「接

触角」は専ら「動的接触角」と解され，その「動的接触角」に基づく「接触

角」は本件明細書の発明の詳細な説明に記載されているとして，本件発明１

～２６は，本件明細書の発明の詳細な説明に記載されたものであり，サポー

ト要件に適合すると判断したが，誤りである。 

(2) 「接触角」の意義について 

ア ①「接触角」の測定方法には，θ／２法，接線法，真円フィッティング
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法，楕円フィッティング法があること，②「動的接触角」には，拡張収縮

法により測定される「動的接触角」と，滑落法により測定される「動的接

触角」との二つがあること，③「動的接触角」の測定にθ／２法を使用す

ることはできないことは，いずれも技術常識である（甲４４・２４頁左欄

２行～右欄２行，甲４５・１１１頁～１１２頁）。 

 本件明細書には，「本発明で用いる「接触角」は，θ／２法によって測

定した値を意味する。」との記載がある（【００３５】）が，上記技術常

識によれば，本件発明にいう「接触角」は，少なくとも，拡張収縮法によ

り測定される「動的接触角」でもなく，滑落法により測定される「動的接

触角」でもなく，本件明細書においては，「動的接触角」及びその測定方

法について，実質的には何も記載されていないということになる。 

イ 本件明細書の【００３６】には，「ＦＴＡ－１００」を用いた測定方法

の記載があるが，「ＦＴＡ１２５」を含む「ＦＴＡ１００ Ｓｅｒｉｅｓ」

は「静的接触角」の測定装置である（甲５０）。また，「ＦＴＡ１２５」

関する甲５１はその作成日及び頒布日が不明であり，「ＦＴＡ１２５」に

より「動的接触角」を測定できることの根拠とはならない。 

(3) 「接触角」の測定の時点について 

ア 本件明細書の「液滴法により，１，３，５，１０分経過後の各動的接触

角を測定し」との記載（【００３６】）があるが，これによれば，本件発

明の「接触角が８５度以上であり」について，「１，３，５，１０分経過

後の各動的接触角」のうち，どの時点での数値であるのかが明らかではな

い。 

イ また，実験成績報告書（甲４９）によれば，試料上に液滴を滴下後，接

触角を１秒後，６１秒後，１２１秒後，３０１秒後に測定したところ，そ

の接触角がそれぞれ９６．７度，９０．０度，８７．４度，７１．８度で

あったことが示され，３０１秒（約５分）では接触角７１．８度であり，
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本件発明の「接触角が８５度以上」を満たしていない。 

ウ このように，当業者は，本件明細書の記載から，接触角がどの時点での

測定値であるのかを認識することができない。 

(4) 以上のとおりであるから，特許請求の範囲の記載と発明の詳細な説明の記

載とを対比して，発明の詳細な説明の記載が，特許出願時の技術常識に照ら

し，当業者において当該発明の課題を解決できると認識することができる程

度のものであるとはいえない。 

よって，サポート要件適合性についての審決の判断には誤りがあり，この

誤りは結論に影響を及ぼすものであるから，審決は取り消されるべきもので

ある。 

第４ 被告の反論 

１ 取消事由１（進歩性判断の誤り）について 

(1) 相違点１ｃの容易想到性について 

ア 動機付けがないこと 

(ｱ) 甲１－１発明において，「孔」は体液を吸収層へ移動させるように機

能させ，吸収層により体液を保持することによって創傷を湿潤状態に保

つことに技術的思想がある。甲１－１発明において，「創傷を湿潤状態

に保ち傷の治癒を促進する」機能を果たすことが想定されていない「孔」

を敢えて改変し，貫通孔が有する貯留空間に滲出液を保持するように構

成しようとする動機付けは見出せない。 

(ｲ) 甲１０文献の創傷被覆材は，貫通孔を有する第１層と，滲出液を吸収

するための第３層との間に，表面が撥水性で初期耐水圧性を備える第２

層を介在させることを特徴とし（［０００９］，［００１５］，［００

４２］，［００４３］），第１層は疎水性でなく親水性であってもよく

（［００３２］），第２層があることによって「治癒効果を高める適度

な湿潤環境を具現する」ことができる（［００４４］）ものである。こ
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れによれば，甲１０文献の第１層（第１シート材）の貫通孔の構造は，

甲１０文献の創傷被覆材の構成を前提とし，その全体的構成においては

じめて技術的意義を有するものである。 

甲１－１発明は，傷面からの容易な分離のために疎水性表面を有する

被覆層と，創傷を湿潤状態に保ち傷の治癒を促進するために水吸収時に

ゲルを形成する物質を含む吸収層から構成され（【０００７】，【００

３４】等），被覆層から吸収層への滲出液の移動を特に制限することな

く行って，吸収層において滲出液を積極的に吸収・保持しようとするも

のである。 

このような甲１－１発明と甲１０文献の創傷被覆材との構成の相違に

照らせば，甲１０文献の貫通孔の構成だけを単純に取り出して甲１－１

発明に適用することが動機付けられることはない。 

また，仮に甲１０文献の貫通孔の構造を甲１－１発明に適用しようと

するのであれば，その技術的意義を得るために，甲１０文献の他の構成

と合わせて適用することになり，本件発明１の構成（表面シートの第１

表面が疎水性を備える等の構成）に容易に想到することはない。 

イ 原告の主張について 

(ｱ) 原告は，甲１－１発明と甲１０文献の技術的課題が共通すると主張す

るが，原告の指摘は，単に「水吸収時にゲルを形成する物質を含ませた

吸収層を併用する」という点で甲１－１発明と甲１０文献に共通点があ

るというに過ぎず，動機付けを根拠付けるものではない。 

(ｲ) 原告が主張するとおり，創傷の表面に所望の水分量を維持することが

できる創傷被覆材を提供するという技術的課題が存在することは技術常

識であったということはできる。しかし，原告の指摘する甲１２及び甲

１７の創傷被覆材は，創傷の湿潤状態を維持するために体液（滲出液）

を被覆層（甲１２の表面シートや甲１７の第１シート）の孔の内部に保
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持するという技術思想を有するものではない（なお，甲１７は本件優先

日後に公開されたものであり，本件特許の進歩性判断において参照され

るべきではない。）。また，甲１９及び甲１０文献から把握できる技術

常識は，特定の構成を有する被覆材又は創傷被覆材において第１層が初

期耐水圧性を有していたことに過ぎない。 

(ｳ) 原告は，甲１０文献の第１シート材の構成と甲２０のトップシートの

構成とに共通点があるとして，甲１０文献及び甲２０に接した当業者で

あれば，甲１０文献の第１シート材をヒドロゲル層と併用すると，これ

らが相互作用して湿った創傷環境を維持できることを予見し，甲１－１

発明における孔を改良して甲１０文献に記載された貫通孔を適用する動

機付けがあると主張する。 

 しかし，甲１０文献の［００６８］や甲２０の【００１３】及び【０

０２５】の記載からすると，甲１０文献の第３層（第３シート材）は，

甲２０のヒドロゲル層ではなく任意材料としてゲルを含む吸収層３に相

当する。そして，湿潤状態を保持するにあたり，甲２０のトップシート

はヒドロゲル層を併用するものである（【００２３】）のに対し，甲１

０文献の第１シート材は表面が撥水性で初期耐水圧性を備える第２層（第

２シート材）を併用するものであり（［００４４］，［００５３］），

甲１０文献の第１シート材をヒドロゲル層と併用することは予期されて

いない。甲２０に接したからといって，甲１０文献の第１シート材をヒ

ドロゲル層と併用すると，これらが相互作用して湿った創傷環境を維持

できることを予見できたとはいえない。 

また，仮に，甲１０文献及び甲２０に接した当業者が，甲１０文献の

「第１シート材」と，その裏面に隣接するゲル化する材料を含む層とを

併用すれば，湿った創傷環境を維持できることを予見できたとしても，

そのことから甲１－１発明の「孔」の構造を敢えて改変する動機付けに
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なるものではない。 

ウ 本件発明１～４の進歩性 

以上によれば，審決における本件発明１～４の進歩性判断に誤りはない。 

(2) 相違点５ａの容易想到性について 

ア 甲１－２発明に甲１０文献の技術的事項を適用して，甲１－２発明の「孔」

を敢えて改変して相違点５ａの構成とする動機付けがないことについては，

上記(1)に述べたのと同様である。 

 また，甲１０文献の創傷被覆材は，第１層と第２層を共に用いることに

よって初めて湿潤環境が具現化されるものであるのは，上記(1)ア(ｲ)のと

おりであり，甲１０文献の創傷被覆材から，透液層（１）と吸収保持層（３）

とを備える本件発明５の効果を予見することは不可能である。 

イ 本件発明５～２１の進歩性 

以上によれば，審決における本件発明５～２１の進歩性判断に誤りはな

い。 

(3) 相違点２２ｃの容易想到性について 

相違点２２ｃの容易想到性についても，上記(1)と同様であり，審決におけ

る本件発明２２～２６の進歩性判断に誤りはない。 

２ 取消事由２（サポート要件の判断の誤り）について 

(1) 「接触角」の意義について 

ア 本件明細書の【００３６】の記載のとおり，本件発明の「動的接触角」

の測定方法（液滴の形成方法）については，液滴法も利用できる。液滴法

が動的接触角の測定に利用できることは，乙１（【００３４】），乙２（【０

０４９】），乙３（【００４０】）及び甲４８（６頁）にも記載されてい

る。 

原告が挙げた甲４４，４５における「θ／２法は使えない」（甲４４・

２４頁，甲４５・１１２頁）との記載は，動的接触角の測定方法のうち，
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拡張収縮法についてのものであるから，液滴法を含む全ての動的接触角の

測定で「θ／２法を使用することはできない」ということはできず，むし

ろ，乙３（【００４０】）からは，動的接触角が，液滴法とθ／２法によ

って測定できることが知られていることがわかる。 

イ 接触角とは，液滴輪郭曲線と固体表面との交点（端点）において，液滴

輪郭曲線の接線と固体表面とのなす角度のことであり，その測定手順も本

件優先日時点における技術常識である（甲４４・２３頁「３．接触角の算

出方法」の欄）。また，本件明細書が例示する「ＪＩＳ Ｋ ２３９６」（【０

０３６】）には，市販の液滴法による接触角測定装置を用いる測定方法が

記載されている（甲４３）。市販の接触角測定装置の一例としては，「Ｆ

ＴＡ－１００」（【００３６】）が知られているが，これら測定装置を用

いて例えば甲４４に記載された手順に従えば，本件発明１の接触角（動的

接触角）を測定できることは当業者に明らかである。実験成績証明書（甲

４９）においても，市販の接触角測定装置で測定できたことが示されてい

る。 

 原告は，甲５１の信用性に言及するが，本件明細書の「ＦＴＡ－１００」

の記載は，液滴法による動的接触角を測定する装置の一例を示したものに

過ぎず，ＦＴＡ－１００によってのみしか「接触角」を測定できないとい

うものではないから，甲５１に関する原告の主張はサポート要件適合性を

否定するものではない。乙１には，測定に用いた具体的装置として協和界

面科学株式会社製の「ＤｒｏｐＭａｓｔｅｒ７００」が記載されている（【０

０４１】）。 

 また，乙４（【００９９】），乙５（【００５５】）及び乙６（【０１

０６】）の記載からも，本件優先日当時，「ＦＴＡ－１２５」が動的接触

角の測定装置として認識されていたことが理解される。 

(2) 「接触角」の測定の時点について 



 27 

 本件明細書の【００３６】に記載された液滴法は，液体の滴下直後は液面

の変動の影響を受け，そのまま放置すると蒸発の影響を受けることは，本件

出願日当時の技術常識である（甲４５・５２頁及び乙７・【０００９】【０

０１０】）。そのため，液滴法では，角度の経時的な変化を観察した上で，

これらの影響の小さい時の角度が接触角として採用される。 

本件明細書は，「１，３，５，１０分経過後の各動的接触角」としている

が，当業者であれば上記技術常識を踏まえて，各時点で測定された動的接触

角から経時的な変化を観察し，液面の変動や蒸発の影響が小さい時点の角度

を接触角として採用することを，当然に理解する。なお，実験成績報告書（甲

４９）では３０１秒（５分）では「８５度以上」を満たさない角度が測定さ

れているが，当業者であれば，これは蒸発の影響を受けたものであり，本件

発明の「接触角」として採用されるものではないことを理解することができ

る。 

(3) 以上のとおりであるから，サポート要件適合性に関する審決の判断に誤り

はない。 

第５ 当裁判所の判断 

１ 本件発明について 

(1) 特許請求の範囲の記載 

 本件発明の特許請求の範囲の記載は上記第２の２に記載のとおりである。 

(2) 本件明細書の記載 

本件明細書には以下の記載がある（甲５３）。 

ア 技術分野 

【０００１】 本発明は熱傷，褥瘡，挫傷，切傷，擦過傷，潰瘍等の創傷の

治療に好適な創傷被覆材に関するものである。 

イ 背景技術 

【０００２】 近年，創傷の治療において，創傷面を乾燥させずに湿潤環境
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に保つことが創傷の治癒に有効であることがわかってきた。特に，創傷部

位からの滲出液に含まれる成分が創傷の治癒の促進に役立つため，消毒を

行わずに，その滲出液による湿潤環境を維持しながら治療する方法（以下，

「湿潤治療法」ともいう。）が有効であることがわかってきた。そのため，

このような治療方法に適用される種々の創傷被覆材が開発されている。 

【０００３】 湿潤治療法を効果的に行うためには，滲出液が適度に保持さ

れることで創傷面の適度な湿潤環境が保持されることが肝要であり，創傷

被覆材は滲出液を速やかに吸い上げてしまうのではなく，創傷面上におい

て滲出液が適度に保持されるようにする機能を備えていることが求められ

る。しかし，一方で，湿潤治療法は，湿潤環境が保たれるように創傷被覆

材を肌にしっかりと固定して行うため，創傷面上に閉鎖領域が形成される

ことになり，滲出液が新たに滲み出してきて過剰に貯留されると，創傷面

が滲出液により圧迫されて「下掘れ現象」（滲出液の圧力によって創傷部

位の皮膚がえぐられる現象）を起こす。このため，創傷被覆材は創傷面上

から滲出液を適度に排出する機能を備えていることも求められる。 

【０００４】 また，創傷部位に接する材料に通気性がなく創傷面に強く貼

り付いてしまうと，創傷被覆材を剥がすときに治癒したもしくは治癒しか

けた箇所を再び傷つけてしまったりするおそれがある。そのため，創傷面

に強く貼り付いてしまうことがなく，使用後は剥離が容易であり，かつ，

使用時は創傷の治療のための湿潤環境が維持されるように創傷部へ装着で

きる性質が求められる。 

ウ 発明が解決しようとする課題 

【００１０】 本発明は，創傷からの滲出液による湿潤環境を維持しながら

治療する方法に好適な，さらに改良された創傷被覆材を提供することを課

題とする。 

エ 課題を解決するための手段 
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【００１１】 本発明は上記の課題を解決するために，・・・以下の発明を

含むものである。 

 ［１］創傷被覆材(５)の少なくとも創傷部位と対面する部位に配される

表面シートであって，上記の創傷部位(15)と対面する第１表面(11)と，こ

れとは反対側の第２表面(12)と，両表面(11・12)間に亘って厚さ方向に貫

通する多数の貫通孔(13)とを有する，樹脂製のシート材からなり，上記の

貫通孔(13)は上記の第１表面(11)側から第２表面(12)側への液体の透過を

許容し，上記の第１表面(11)が疎水性を備えていることを特徴とする，創

傷被覆材用表面シート。 

 ［２］上記の第１表面(11)における生理食塩水との接触角が８５度以上

である，前記［１］に記載の創傷被覆材用表面シート。 

 ［３］上記の第１表面(11)における表面張力が４０ｄｙｎｅ／ｃｍ以下

である，前記［１］または［２］に記載の創傷被覆材用表面シート。 

 ［４］上記の第１表面(11)が，シリコーン，ポリウレタン，スチレン－

ブタジエン－スチレンブロックコポリマー，テトラフルオロエチレン・ヘ

キサフルオロプロピレンコポリマー，テトラフルオロエチレン・パーフル

オロアルキルビニルエーテルコポリマーおよびポリテトラフルオロエチレ

ンからなる群から選ばれる１以上の撥水性物質により被覆してある，前記

［１］～［３］のいずれかに記載の創傷被覆材用表面シート。 

 ［５］上記のシート材は，生理食塩水との接触角が８５度以上のポリオ

レフィン樹脂材料を用いて形成してある，前記［１］～［４］のいずれか

に記載の創傷被覆材用表面シート。 

 ［６］上記のシート材は，低密度ポリエチレン樹脂材料を用いて形成し

てある，前記［１］～［４］のいずれかに記載の創傷被覆材用表面シート。 

 ［７］上記の第１表面(11)と第２表面(12)との間の寸法は１００～２０

００μｍであり，前記の貫通孔(13)は，上記の第１表面(11)での開口面積



 30 

が直径２８０～１４００μｍの円形に相当し，上記の第２表面(12)での開

口面積が上記の第１表面(11)での開口面積より小であり，５０～４００個

／㎠の密度で存在する，前記［１］～［６］のいずれかに記載の創傷被覆

材用表面シート。 

 ［８］少なくとも透液層(１)と吸収保持層(３)との２つの層を備えた創

傷被覆材であって，創傷部位(15)と対面するように使用される側から順に，

上記の透液層(１)と吸収保持層(３)とを積層してなり，上記の透液層(１)

は，前記［１］～［７］のいずれかに記載の表面シート(10)からなり，上

記の吸収保持層(３)は，水を吸収保持可能なシート材を含有することを特

徴とする創傷被覆材。 

 ［９］上記の吸収保持層(３)の，上記の透液層(１)とは反対側に，第２

の透液層(1a)がさらに積層してある，前記［８］に記載の創傷被覆材。 

 ［１０］上記の吸収保持層(３)の，創傷側とは反対側の表面に保護層(４)

をさらに備え，この保護層(４)は，樹脂フィルム，織布，編布もしくは不

織布からなる，前記［８］に記載の創傷被覆材。 

 ［１１］上記の保護層(４)は他の全ての層を覆うとともに，この他の層

より広い面積に形成されて，他の層の外側にはみ出した外縁部(６)を備え

ており，上記の外縁部(６)は上記の他の層が積層された側の表面の少なく

とも一部に粘着部(７)を有する，前記［１０］に記載の創傷被覆材。 

 ［１２］上記の保護層(４)は，上記の外縁部(６)に粘着部(７)を有しな

い非粘着部(８)を備えている，前記［１１］に記載の創傷被覆材。 

 ［１３］上記の保護層(４)は，上記の他の層の外側に，上記の外縁部(６)

が形成されていない部分を備えている，前記［１１］に記載の創傷被覆材。 

 ［１４］上記の保護層(４)は，上記の外縁部(６)に，スリット(９)もし

くは小孔を上記の他の層の外周に沿って備えている，前記［１１］に記載

の創傷被覆材。 
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 ［１５］上記の透液層(１・1a)と上記の吸収保持層(３)との間に透液制

限層(２)が設けてあり，この透液制限層(２)は疎水性材料で形成された，

微多孔質のフィルム，織布，編布または不織布からなり，この透液制限層

(２)を介して上記の透液層(１)から吸収保持層(３)への液体の移動を許容

する，前記［８］～［１４］のいずれかに記載の創傷被覆材。 

 ［１６］前記の透液制限層(２)はポリオレフィン系樹脂からなり，ＪＩ

Ｓ Ｌ １０９６に従って測定される通気度が５～２０００㎤／㎠・Ｓであ

り，ＪＩＳ Ｌ １０９２に従って測定される撥水度が３級以上である，前

記［１５］に記載の創傷被覆材。 

 ［１７］前記の透液制限層(２)が，ポリプロピレン繊維からなる不織布

を用いて形成してある，前記［１５］または［１６］に記載の創傷被覆材。 

 ［１８］前記の吸収保持層(３)はエアレイド不織布を用いて形成してあ

る，前記［８］～［１７］のいずれかに記載の創傷被覆材。 

 ［１９］前記の吸収保持層(３)はフラッフパルプを有する，前記［８］

～［１８］のいずれかに記載の創傷被覆材。 

 ［２０］前記の吸収保持層(３)はさらに高吸収性ポリマーを有し，この

高吸収性ポリマーと上記のフラッフパルプとの重量比が１０：９０～２５：

７５である，前記［１９］に記載の創傷被覆材。 

 ［２１］上記の高吸収性ポリマーがポリアクリル酸ナトリウム系である，

前記［２０］に記載の創傷被覆材。 

 ［２２］前記の吸収保持層(３)は創傷部位側で隣接する他の層と部分的

に非接合である，前記［８］～［２１］のいずれかに記載の創傷被覆材。 

 ［２３］上記の吸収保持層(３)は上記の透液層(１)と一体化されておら

ず，透液層(１)の第２表面(12)に沿って移動可能である，前記［２２］に

記載の創傷被覆材。 

 ［２４］前記の吸収保持層(３)が，少なくとも創傷部位に沿って変形可
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能な伸縮性を備える，前記［８］～［２３］のいずれかに記載の創傷被覆

材。 

 ［２５］前記［１］～［７］のいずれかに記載の表面シート(10)からな

る透液層(１)を備えることを特徴とする，創傷被覆材。 

 ［２６］上記の表面シート(10)の第２表面(12)側に透液制限層(２)を積

層してあり，この透液制限層(２)は疎水性材料で形成された，微多孔質の

フィルム，織布，編布または不織布を用いて形成してあり，この透液制限

層(２)はその厚さ方向に液体の通過を許容する，前記［２５］に記載の創

傷被覆材。 

 ［２７］前記の透液制限層(２)はポリオレフィン系樹脂からなり，ＪＩ

Ｓ Ｌ １０９６に従って測定される通気度が５～２０００㎤／㎠・Ｓであ

り，ＪＩＳ Ｌ １０９２に従って測定される撥水度が３級以上である，前

記［２６］に記載の創傷被覆材。 

 ［２８］前記の透液制限層(２)が，ポリプロピレン繊維からなる不織布

を用いて形成してある，前記［２６］または［２７］に記載の創傷被覆材。 

 ［２９］前記の創傷部位(15)と対面する側とは反対側の表面に粘着層(21)

を有する，前記［８］～［２８］のいずれかに記載の創傷被覆材。 

オ 発明の効果 

【００１２】 本発明は上記の構成から，次の効果を奏する。 

 (１)本発明の表面シートを用いた創傷被覆材は，創傷部位を覆うように

適用されると，表面シートが上記の第１表面に多数の貫通孔を備えるので，

創傷から滲み出した滲出液を良好に貯留できる。しかもその第１表面が疎

水性を備えるので，滲み出した滲出液を速やかに吸い上げてしまうことな

く湿潤環境を維持できるものでありながら，その滲出液の面積が大きく広

がらないように捕捉することができ，滲出液の漏れもない。このため，創

傷部位近傍の領域に滲出液が保持されて治療効果を高める一方，創傷のな
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い正常な皮膚のかぶれの原因となる滲出液の無駄な広がりを防止できる。

したがって，本発明の表面シートを用いた創傷被覆材は，各種の創傷の治

療に好適なものであり，特に褥瘡の予防および治療に最適である。 

【００１３】 (２)上記の表面シートは，多数の貫通孔を有する樹脂製のシ

ート材からなるので，創傷部位に強く貼り付いてしまうことがなく，創傷

被覆材の周縁部を創傷部位の周囲に確りと固着して，創傷の治療のための

湿潤環境を維持することができ，しかも，使用後は剥離が容易であるため，

交換処置時の疼痛を大幅に軽減することができる。 

【００１４】 (３)創傷部位と対面する側の表面に，樹脂製のシート材から

なる表面シートが配置されるので，この表面に親水性コロイド等を配置し

た前記の従来技術と異なり，本発明の表面シートを用いた創傷被覆材を長

時間貼り付けたままにしても，発赤や汗疹はできない。 

【００１５】 (４)本発明の表面シートを用いた創傷被覆材は，創傷部位と

対面する側の表面が樹脂製のシート材からなるので，薄型で柔軟な素材で

構成でき，様々な形状の創傷面にフィットできて，創傷面を圧迫すること

がない。 

【００１６】 (５)上記の表面シートは，創傷面との間や上記の貫通孔内な

どに滲出液を保持して湿潤環境を良好に維持するものでありながら，その

貫通孔は上記の第１表面側から第２表面側への液体の透過を許容するので，

創傷部位に過剰の滲出液を保持する虞がない。しかも表面シートは樹脂製

のシート材からなるので，貫通孔を透過させた滲出液が創傷部位側へ逆流

し難いことから，表面シートを通過して長時間経過した滲出液に雑菌が繁

殖しても，これが創傷部位へ戻される虞がなく，創傷部の腐敗によるアン

モニア臭の発生を効果的に防止することができる。 

カ 発明を実施するための形態 

【００１８】 本発明の創傷被覆材は，創傷部位を覆うように貼付されるた
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めの被覆材であって，創傷からの滲出液による湿潤環境を維持しながら治

療する方法に適用できる。本発明において「創傷」とは，皮膚が傷ついた

ものを広く意味し，熱傷，褥瘡，挫傷，切傷，擦過傷，潰瘍，手術創等が

含まれる。また本発明において「シート材」とは，その厚さに特に限定さ

れることなく，有孔のシート材および無孔のシート材の両方を広く意味し，

例えば樹脂フィルム，布帛，不織布，ネット等が含まれる。 

 以下，本発明の創傷被覆材の構成について，必要に応じて図面を参照し

つつ説明する。 

【００１９】 図１は，本発明の創傷被覆材の第１実施形態を示す模式的な

断面図である。 

 この第１実施形態の創傷被覆材(５)は，少なくとも２つの層，即ち，表

面シート(10)からなる透液層(１)と，水を吸収して保持できるシート材か

らなる吸収保持層(３)とを，創傷部位に接するように使用される側から順

に備えている。さらに上記の創傷被覆材(５)は所望により，図１に示すよ

うに，上記の透液層(１)と吸収保持層(３)との間に透液制限層(２)を備え

ていてもよく，また吸収保持層(３)の透液制限層(２)側と反対側に保護層

(４)を備えていてもよい。各層は互いに積層されて一体化してある。使用

時には上記の透液層(１)が創傷部位に接するように使用される。 

【００２０】 上記の透液層(１)を構成する表面シート(10)は創傷部位と対

面する部位に配され，例えば図１と図２に示すように，創傷部位と対面す

る第１表面(11)と，これとは反対側の第２表面(12)と，両表面(11・12)間

に亘って厚さ方向に貫通している多数の貫通孔(13)とを有する，樹脂製の

シート材からなる。上記の貫通孔(13)は上記の第１表面(11)側から第２表

面(12)側への液体の透過を許容する。また上記の第１表面(11)は疎水性を

備えている。 

【００２１】 前記の吸収保持層(３)は，創傷部位側に隣接している他の層，
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即ちこの第１実施形態では上記の透液制限層(２)と全面的に接合されてい

てもよいが，部分的に接合されていてもよく，例えば周縁部のみで接合さ

れ，中心部等は透液層(１)や透液制限層(２)と非接着であってもよい。 

【００２３】 以下，上記の各層について具体的に詳細に説明する。 

【００２４】 

（透液層） 

 創傷の治癒においては，本来は創傷部位近傍の領域に滲出液が保持され

ていれば足り，該領域を超えて滲出液が創傷部位の周囲に広がることは好

ましくない。そのように滲出液が広がった部分において，創傷のない正常

な皮膚がかぶれて，新たに創傷部位が拡大したりして治癒を遅らせること

があるためである。 

 上記の透液層(１)は，滲出液が創傷から滲み出した箇所において，滲出

液を速やかに吸い上げてしまうことなく湿潤環境を維持する一方で，滲み

出した滲出液の面積が大きく広がらないように捕捉することを主な目的と

して設けてあり，これによって創傷の治癒を速やかならしめる効果を奏す

る。 

【００２５】 上記の透液層(１)は，樹脂製のシート材からなる表面シート

(10)で構成されており，第１表面(11)と第２表面(12)との間に亘って厚さ

方向に貫通する貫通孔(13)を多数有する。この貫通孔(13)は，それぞれが

互いに独立していることが好ましく，透液層(１)の内部には，面内方向に

通水する経路が存在しないことが好ましい。透液層(１)の第１表面(11)に

は，上記の多数の貫通孔(13)が開口しているため，この透液層(１)が創傷

部位に強く貼り付いてしまうことを防止できる。 

【００２６】 なお，図１と図２に示すように，上記の透液層(１)を構成す

るシート材は凹凸状に形成してあり，上記の第１表面(11)とは，創傷部位

側において平面と接する透液層(１)の表面をいい，上記の第２表面(12)と
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は，創傷部位と反対側において平面と接する透液層(１)の表面をいう。 

【００２７】 上記の貫通孔(13)は，円筒状，樽状，鼓状等，任意の形状を

採用することができるが，例えば図１と図２に示すように，第１表面(11)

側から第２表面(12)に向かって徐々に孔径が小さくなる「傾斜孔」である

と好ましい。 

【００２８】 上記の貫通孔(13)の孔径としては，創傷部位と対面する上記

の第１表面(11)での開口面積が，直径２８０～１４００μｍの円形に相当

することが好ましい。直径２８０μｍ未満の円形に相当したのでは，滲出

液が第２表面(12)側へ通過するのを阻害する傾向にあるので好ましくない。

一方，直径１４００μｍを超える円形に相当したのでは，第２表面(12)側

に積層した他の層が，この貫通孔(13)を介して創傷部位の皮膚と接触する

虞があり，そのために創傷被覆材(５)を創傷部位から剥がしにくくなった

り，適度な容積の滲出液貯留空間を確保できなくなったりする虞があるの

で好ましくない。 

【００２９】 上記の貫通孔(13)は傾斜孔であるので，上記の第２表面(12)

での開口面積は上記の第１表面(11)での開口面積より小さい。開口面積に

相当する円形の直径(以下「開孔径」という。)で比較すると，この第１表

面(11)での開孔径は，第２表面(12)での開孔径の１．１～１．８倍である

ことが好ましく，１．２～１．５倍であることがより好ましい。 

【００３０】 また上記の貫通孔(13)は，５０～４００個／㎠の密度で存在

することが好ましく，６０～３２５個／㎠の密度で存在することがより好

ましい。さらに，第１表面(11)における貫通孔(13)の開孔率としては，１

５～６０％であることが好ましい。 

【００３１】 上記の貫通孔(13)の深さ，即ち透液層(１)の厚さでもある第

１表面(11)と第２表面(12)との間の寸法としては，概ね１００～２０００

μｍが好ましく，概ね２５０～５００μｍがより好ましい。 
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【００３２】 上記の貫通孔(13)の密度，開孔率および深さを，それぞれ上

記の好ましい範囲とすることによって，創傷部位と上記の第２表面(12)と

の間に適度な貯留空間(14)を形成でき，創傷部位上に適量の滲出液を保持

するとともに，滲出液が創傷部位の表面内方向に広がることを防止できる。 

【００３４】 上記の透液層(１)は少なくとも第１表面(11)が疎水性である

ことから，この透液層(１)が創傷部位に過剰に強く貼り付くことを防止で

きるうえ，使用後の創傷部位からの剥離を容易にできる。また，上記の貫

通孔(13)は上記の第１表面(11)側から第２表面(12)側への液体の透過を許

容するが，少なくとも第１表面(11)が疎水性であることから，この貫通孔

(13)を通しての，吸水性(吸液性)を有する吸収保持層(３)への滲出液の移

動を制限でき，透液層(１)と創傷部位との間に滲出液を良好に保持して，

創傷の治療を促進することができる。 

【００３５】 上記の透液層(１)は，少なくとも創傷部位と対面する上記の

第１表面(11)が疎水性であればよく，特定の材質等のものに限定されない。 

 しかし，治療に必要な滲出液を創傷部位と透液層(１)との間に保ち，且

つ使用後に創傷被覆材(５)を容易に剥がせるという観点から，少なくとも

上記の第１表面(11)は，生理食塩水との動的接触角(以下，単に「接触角」

ともいう。)が８５度以上であると好ましく，さらに使用後に創傷被覆材(５)

が一層簡単に剥がれ易いという点から，生理食塩水との接触角が９５度以

上であるとさらに好ましく，１００度以上であると特に好ましい。なお，

本発明で用いる「接触角」は，θ／２法によって測定した値を意味する。 

【００３６】 上記の「接触角」は，例えばＪＩＳ Ｋ ２３９６に従って測

定される。具体的には，例えば以下のように測定する。試料のシート材を

１．５～２ｃｍ四方に切り取り，接触角測定装置（商品名：ＦＴＡ－１０

０，First Ten Angstrom社製）の測定部位に配置する。前記装置に設置さ

れたシリンジから標準液滴基準サンプル１．５μＬを試料片に接触させ，
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液滴法により，１，３，５，１０分経過後の各動的接触角を測定し（液滴

供給スピード：０．５μＬ／秒，滴下量：１．５μＬ），前記接触角測定

装置により解析する。 

【００３７】 上記の透液層(１)は，創傷の治療に必要な滲出液の保持が行

える程度に創傷被覆材(５)を創傷部位に保持でき，かつ，使用後に創傷部

位から創傷被覆材(５)を剥がし易いという点から，動的表面張力(以下，単

に「表面張力」ともいう。)が４０ｄｙｎｅ／ｃｍ以下の材料で形成されて

いると好ましく，３５ｄｙｎｅ／ｃｍ以下のものがより好ましく，使用後

の剥がし易さが特に良好であるため，３２ｄｙｎｅ／ｃｍ以下のものが特

に好ましい。上記の表面張力が４０ｄｙｎｅ／ｃｍを超える場合は，透液

層(１)と創傷部位との固着が低減されず，使用後に創傷被覆材(５)を剥が

しにくいことから，円滑な交換処置ができない虞があり，好ましくない。

また，上記の表面張力は，公知の添加物の添加や，コロナ処理若しくはプ

ラズマ等の表面処理によって４０ｄｙｎｅ／ｃｍ以下となるように調整し

てもよい。 

【００３９】 上記の透液層(１)を構成する表面シート(10)としては，樹脂

フィルムが好ましく，さらに詳しくは，樹脂フィルムに多数の穿孔が施さ

れた有孔フィルムが好ましい。この表面シート(10)を形成する樹脂材料と

しては，本発明の効果を妨げない限り特定の材料に限定されないが，創傷

部位と創傷被覆材(５)との間の空間に，例えば５μＬ／㎠以上等，適量の

水分を残留させて，創傷部位が乾燥しないようにするため，生理食塩水と

の接触角が８５度以上の樹脂，例えばポリオレフィン樹脂，シリコーン樹

脂，ポリテトラフロロエチレン樹脂，ポリウレタン系樹脂などが好ましく，

中でも，生理食塩水との接触角が９１度であるポリプロピレン樹脂が特に

好ましい。即ち上記の透液層(１)を構成する表面シート(10)は，生理食塩

水との接触角が８５度以上のポリオレフィン樹脂性の有孔フィルムがより
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好ましく，ポリプロピレン樹脂製の有孔フィルムが特に好ましい。このフ

ィルムが有する貫通孔(13)は，前述のように傾斜孔であると好ましい。 

 なお，上記の透液層(１)の表面は，界面活性剤処理を施すと接触角が小

さくなるため，界面活性剤で処理していないものが好ましい。また，ポリ

エチレンテレフタレート樹脂やポリ塩化ビニリデン樹脂は，表面張力が４

０ｄｙｎｅ／ｃｍを超えるため，透液層(１)を構成する表面シート(10)の

材料としては，好ましくない。 

【００４０】 上記の透液層(１)は，前述のように少なくとも第１表面(11)

が疎水性を備えるが，この疎水性は，材料の樹脂の性質にのみ基づくもの

である必要はなく，必要に応じて撥水処理を施すことにより疎水性を発揮

したものであっても良い。 

 例えば，生理食塩水との接触角が８５度未満のポリオレフィン樹脂（例

えば，ポリエチレン樹脂）や，ナイロン６，ナイロン６６等のポリアミド

系樹脂，ポリスチレン樹脂(生理食塩水との接触角：８４度)などであって

も，適切な撥水処理を施すことにより，所望の疎水性を発揮させることが

できる。 

  この場合，高密度ポリエチレン樹脂(密度範囲：９３０～９７０ｋｇ/㎥)

や低密度ポリエチレン樹脂(密度範囲：９１０～９３０ｋｇ/㎥)が好ましく

採用され，中でも，特に低密度ポリエチレン樹脂が好ましい。創傷部位の

形状・起伏に応じて，柔軟に閉鎖領域を形成できる上，貫通孔の形成や撥

水処理を行いやすく，所望の接触角を得やすいからである。 

【００４２】 上記の透液層(１)は，上記の貫通孔(13)を介して滲出液を第

２表面(12)側へ透過させ得るものでありながら，上記の疎水性により，そ

の滲出液の透過を制限できればよく，加圧により液体が透過可能となる性

質を有していることが好ましい。ここで，本発明において「加圧により液

体が透過可能となる」とは，透液層(１)に加わる液圧が所定の圧力に達す
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るまでは液体が透過せず，その所定の圧力を超えると，液体が透過可能と

なることを意味する。 

【００４３】 上記の「加圧により液体が透過可能となる」特性は，上記の

透液層(１)の第１表面(11)が疎水性である場合に具現されやすく，また，

上記の貫通孔(13)が傾斜孔である場合に具現されやすい。さらに，上記の

性質は，上記の貫通孔(13)が５０～４００個／㎠の密度で存在する場合に

具現されやすく，この貫通孔(13)の開孔率が１５～６０％である場合に具

現されやすい。 

【００４４】 上記の透液層(１)において，好ましくは加圧により液体が上

記の貫通孔(13)を通じて透過する。したがって，この透液層(１)は，貫通

孔(13)以外の部分では，実質的に液体が透過しないことが好ましい。 

【００４９】  

（透液制限層） 

 図１に示すように，上記の創傷被覆材(５)は，透液層(１)と吸収保持層

(３)の間に透液制限層(２)を備えている。この透液制限層(２)は，創傷被

覆材(５)を創傷部位に貼り付けたのち滲出液が創傷部位から滲み出す初期

の段階では，滲出液による圧力に耐えて滲出液の透過を阻止する前記の特

性を備えるとともに，滲出液の液量が増加して液圧が所定圧力を超えると

滲出液の透過を許容する機能を有する。 

【００５０】 このため上記の透液制限層(２)は，適度の通気度と撥水度を

備えると好ましい。・・・ 

【００５２】 上記の透液制限層(２)を構成するシート材としては，例えば

ポリオレフィン系樹脂（例えばポリプロピレン，ポリエチレン等），ポリ

エステル系樹脂（例えばポリエチレンテレフタレート，ポリブチレンテレ

フタレート，ポリプロピレンテレフタレート等），ポリアミド系樹脂（例

えばナイロン６，ナイロン６６等），ポリウレタン系樹脂等の疎水性材料
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で構成された，不織布や微多孔質のフィルム，織編物等が用いられ得る。・・・ 

【００５８】 

（吸収保持層） 

 前記の吸収保持層(３)は，創傷部位から滲み出して前記透液層(１)と透

液制限層(２)を順に透過した滲出液(16)を吸収するための層である。した

がって，吸収保持層(３)は，水を吸収保持可能なシート材からなる。ここ

で「水を吸収保持可能な」性質とは，水などの液体に接して自然に吸収し，

吸収した水の少なくとも一部を重力に抗してシート材内の空隙間に保持で

きることをいう。したがって，水を吸収したシート材を持ち上げたときに，

吸収した水の一部が落下せずに保持されていれば，水を吸収保持可能なシ

ート材ということができる。好ましくは，毛細管現象により水を吸い上げ

ることのできるシート材が用いられるが，高吸収性ポリマー等，水と結び

ついて保持する材料を備えたもの等であってもよい。 

【００５９】 上記の吸収保持層(３)に用いられる，水を吸収保持可能なシ

ート材としては，スポンジ状のシート材でもよいが，コットン等の親水性

の繊維，或いは親水化処理された繊維で構成されたシート材が好ましい。

かかるシート材としては，例えば，親水化処理された不織布，フラッフパ

ルプ，エアレイド不織布等が好ましく用いられ，任意の複数の材料を組み

合わせて用いても良い。 

【００７５】 

（保護層） 

 上記の保護層(４)は，上記の吸収保持層(３)に吸収された滲出液が外部

に移ることを防ぐ目的で設けられる。なお，本発明の創傷被覆材(５)は必

ずしもこの保護層を有していなくてもよい。しかしこの場合には，吸収保

持層(３)に吸収された滲出液が外部に移って，例えば衣服や寝具等を汚す

ことを防ぐために，別途の保護用シート材を併用することが好ましい。 



 42 

【００９４】 

(第２実施形態) 

  上記の第１実施形態では，透液層(１)と吸収保持層(３)との間に，透液

制限層(２)を備える場合について説明した。しかし本発明では，例えば図

１３に示す第２実施形態のように，上記の透液制限層を省略したものであ

ってもよい。 

 即ち，この第２実施形態では，上記の第１実施形態と異なって，透液制

限層が省略してあり，透液層(１)の第２表面(12)に吸収保持層(３)が直接

積層してある。この第２実施形態では透液制限層を省略してあるので，簡

便に製造でき安価に実施できて好ましい。またこの第２実施形態では透液

制限層を省略してあるが，上記の透液層(１)に疎水性の高い材料を使用す

ることにより，例えば，好適には生理食塩水との接触角が８５度以上の材

料を使用することにより，透液制限層を有する場合と同様の効果を奏する

ことができる。 

【０１０８】 ・・・実施例１～３と比較例１，２の各試料について，それ

ぞれＪＩＳ Ｋ ２３９６に従って生理食塩水との接触角を測定した。その

測定結果を表１に示す。 

【０１０９】 

【表１】 
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【０１１０】 

［比較試験］ 

 内径５０ｍｍの円筒管を実施例１～３および比較例１，２の各試料の表

面に当接させた後，円筒管の開口側より生理食塩水１０ｍＬを静かに注入

し，試料に生理食塩水を吸収させた。生理食塩水の注入後，１０分間静置

したのち，上記の円筒管を除去し，生理食塩水を吸収させた部位の上に濾

紙を置いた。この濾紙の上から直径９０ｍｍ，２．５ｋｇｆの荷重を加え，

２分間静置して，試料表面のメッシュシート貯留空間とメッシュシート表

面に残留した水分を濾紙に吸収させた。次に，上記の濾紙の重量増加分を

測定することにより，濾紙に吸収された水分量，即ちメッシュシート貯留

空間およびメッシュシート表面に残留していた水分量を計測し，面積当り

の残留水分量を算出した。その測定結果を表２に示す。なお，この比較試

験や上記の接触角の測定に用いた生理食塩水としては，イオン交換水１Ｌ

中に，塩化ナトリウム(ＮａＣｌ)：８.３０ｇ/Ｌ(ナトリウムイオン：１４

２ｍｍｏｌ)，塩化カルシウム二水和物(ＣａＣｌ２・２Ｈ２Ｏ)：０.３７ｇ

/Ｌ(カルシウムイオン：２.５ｍｍｏｌ)を溶解させたものを使用した。 
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【０１１１】 

【表２】 

 

【０１１２】 上記の測定の結果から，比較例１や比較例２では，メッシュ

シート上に水分が十分に貯留しなかったが，本発明の実施例１～３では，

いずれもメッシュシート上に水分が十分に貯留されることが明らかとなっ

た。従って，上記の比較例１や比較例２を創傷被覆材として使用した場合

は，創傷部位が乾燥することになり，創傷部位を湿潤状態に保てない虞が

ある。これに対し，本発明の実施例１～３のいずれかを創傷被覆材として

創傷部位に使用すると，その創傷部位を湿潤状態に保つことができ，被覆

材が創傷部位に固着する虞がない。 

キ 産業上の利用可能性 

【０１１７】 本発明の表面シートを用いた創傷被覆材は，湿潤環境を維持

できるものでありながら，その滲出液の面積が大きく広がらないように捕

捉することができ，しかも，使用後は剥離が容易であり，発赤や汗疹，異

臭の発生もなく，様々な形状の創傷面にフィットできるので，各種の創傷

の治療に好適なものであり，特に褥瘡の予防および治療に最適である。 

(3) 本件発明の特徴 

    以上によれば，本件発明の特徴は以下のとおりであると認められる。 

ア 本件発明は，創傷面上において滲出液が適度に保持されるようにする機

能と，創傷面上から滲出液を適度に排出する機能を備え，使用後は剥離が
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容易であり，かつ，使用時は湿潤環境が維持されるように創傷部へ装着で

きる，創傷からの滲出液による湿潤環境を維持しながら治療する湿潤治療

法に好適な，さらに改良された創傷被覆材を提供するために，本件発明の

構成を採用したものである（【０００３】，【０００４】，【００１０】，

【００１１】，【００３１】，【００３２】）。 

イ 本件発明の創傷被覆材用表面シートによれば，表面シートが第１表面に

多数の貫通孔を備えるので，創傷から滲み出した滲出液を良好に貯留でき

る。しかもその第１表面が疎水性を備えるので，滲み出した滲出液を速や

かに吸い上げてしまうことなく湿潤環境を維持できるものでありながら，

その滲出液の面積が大きく広がらないように捕捉することができ，滲出液

の漏れもない（【００１２】，【０１１２】）。さらに，治療に必要な滲

出液を創傷部位と透液層との間に保ち，且つ使用後に創傷被覆材を容易に

剥がすことができ（【００３５】，【０１１２】），発赤や汗疹，異臭の

発生もなく，様々な形状の創傷面にフィットできるので，各種の創傷の治

療に好適なものであり，特に褥瘡の予防および治療に最適である（【０１

１７】）。 

 また，本件発明の創傷被覆材は，上記の創傷被覆材用表面シートを備え

ることにより，同様の特徴を有する（【００１１】，【００１２】，【０

０３５】，【０１１２】，【０１１７】）。 

２ 取消事由１（進歩性判断の誤り）について 

(1) 甲１文献記載の発明と本件発明１，５，２２との一致点及び相違点 

ア 甲１文献には，次の記載がある。 

【発明を実施するための最良の形態】 

【００２１】 図１に示すように，本実施形態の傷手当用品１０は，傷手当

用品の下面側に位置するシート状の被覆層２０と，傷手当用品の上面側に

位置するシート状の被覆層２１と，これらの被覆層の間に介在させた吸収
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層４０とを備えている。被覆層２０下面側の表面は，傷接触表面となるシ

リコーンを含む疎水性樹脂層５０と，これらの層を貫通する孔６０が設け

られ，傷からの体液が吸収層へ移動し得るようになっている。 ・・・   

【００２４】・・・図５に示すように，第５の実施形態の傷手当用品１０は，

傷手当用品の下面側に位置するシート状の被覆層２３と，傷手当用品の上

面側に位置するシート状の被覆層２４と，これらの被覆層の間に介在させ

た吸収層４０とを備え，一方向に連続する長尺物としてロール状に構成し

たものである。 

 被覆層２３下面側の表面は，傷接触表面となるシリコーンを含む疎水性

樹脂層５０と，これらの層を貫通する孔６０とが設けられ，傷からの体液

が吸収層へ移動し得るようになっている。   

 被覆層２３と２４は，傷手当用品の縁近傍で，傷手当用品の連続する方

向と平行する方向に沿ってシール部７３で互いに接合され吸収層４０を被

覆している。・・・ 

【００２５】 図６は，本発明の第６の実施形態に係る傷手当用品であり，

それぞれ，ａ）は傷手当用品の上面からみた斜視図，ｂ）はａ）のＢ－Ｂ

線に沿って切断した側断面図である。第６の実施形態は，摘み３５を被覆

層とは別の部材で形成した点が，他の実施形態と異なるところである。   

 図６に示すように，本実施形態の傷手当用品１０は，傷手当用品の下面

側に位置するシート状の被覆層２５と，傷手当用品の上面側に位置するシ

ート状の被覆層２６と，これらの被覆層の間に介在させた吸収層４０とを

備え，吸収層４０の外側で被覆層２５と被覆層２６の外周縁をシール部７

４で互いに接合している。   

 被覆層２５の下面側の表面には，傷接触表面となるシリコーンを含む疎

水性樹脂層５０と，これらの層を貫通する孔６０が設けられ，傷からの体

液が吸収層へ移動し得るようになっている。・・・ 
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【００２８】 次に，被覆層２０～２６について述べる。被覆層は，吸収層

の外形を被覆し得るものであればよく，１枚又はそれ以上のシートから形

成することができ，適当な位置で互いに接合し吸収層を被覆することがで

きる。被覆層は，吸収した体液が漏れないように，吸収層の外形全体を被

覆することが好ましいが，部分的に吸収層を被覆していない部分があって

も良い。 

 以下に，被覆層の所要特性，機能等について述べる。まず，疎水性につ

いて述べる。被覆層下面側の少なくとも傷接触表面は疎水性を有する。疎

水性とするためには，被覆層自体を疎水性の材料で形成しても良いし，被

覆層とは別の疎水性樹脂層を塗工する等して被覆層を積層構造とし，その

表面を疎水性にしても良い。傷手当用品を傷から容易に分離するためには，

被覆層のこの疎水性の表面は，水との接触角が６５°以上であることが好

ましく，９０°以上であることが更に好ましい。接触角の測定は，接触角

計ＣＡ－Ａ（協和界面科学社製）を使用して該接触角計の取扱説明書「液

滴法測定操作」に準拠して測定することができる。 

【００２９】 次に，液体の移動について述べる。被覆層のこの疎水性の表

面は，吸収層へ体液などの液体が移動し得るように形成される。被覆層の

下面側を液体透過性とするためには，メッシュ，穿孔フィルム等のプラス

チックシートや，編布，織布，不織布等の液体透過性の繊維状シートを使

用することができる。・・・ 

【００３２】 次に，被覆層の材料について述べる。被覆層を形成するプラ

スチックシートや繊維状シートは，これらの基材を単独で使用してもよい

し，同一又は異なる種類のシートをラミネートした積層構造のシートを使

用してもよい。これらのうち，液体不透過性のシートが好ましく，こうす

ることで，吸収層が吸収した液体が漏れ出すことを防止することができる。

また，被覆層は，伸縮性のシートで形成することが好ましく，こうするこ
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とで，傷手当用品の貼付中に皮膚の伸展によく追従し，皮膚への貼付中に

違和感や物理的刺激を与えることがなく，また，摘みを把持したときに，

傷手当用品の下面が水平面を保持し易くなる。   

 被覆層の材料としては，例えば，ポリエステル；ポリエチレン，ポリプ

ロピレン等のポリオレフィン；エチレン・酢酸ビニル共重合体，エチレン・

エチルアクリレート共重合体等のオレフィン系共重合体；ポリアミド；ポ

リウレタン；シリコーン；等をあげることができ，これらの材料は，単一

で使用してもよく，二種類以上を混合して使用してもよい。・・・ 

【００３４】 次に，吸収層について述べる。吸収層は，セルロース系繊維，

パルプ，高分子吸水ポリマー等の吸水性の高い材料を単独又は併用して使

用することができ，必要とされる吸収量にあわせてこれらの量を調整すれ

ばよい。特に，水吸収時にゲルを形成する物質を含ませることが好ましく，

このようにすることで，創傷を湿潤状態に保ち，傷の治癒を促進すること

ができる。・・・ 

イ 以上の記載によれば，前記第２の３(2)アのとおりの甲１－１発明及び甲

１－２発明が記載されていると認められ，本件発明１と甲１－１発明の一

致点及び相違点は同イの一致点ａ及び相違点１ａ～１ｃ，本件発明５と甲

１－２発明の一致点及び相違点は同ウの一致点ｂ及び相違点５ａ～５ｃ，

本件発明２２と甲１－２発明の一致点及び相違点は同エの一致点ｃ及び相

違点２２ａ～２２ｃのとおりであると認められる。 

(2) 相違点１ｃの容易想到性 

ア 甲１０文献には，第１層の貫通孔について，相違点１ｃに係る構成（貫

通孔が，創傷部位と第２表面との間に貯留空間を有し，創傷部位の上に滲

出液を保持し，第１表面と第２表面との間の寸法は１００～２０００μｍ

である）が記載されている（［００１０］，［００２４］，［００２８］，

［００２９］）。そこで，本件優先日当時の当業者が，甲１－１発明に甲
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１０文献に記載された上記相違点に係る構成を採用することを容易に想到

し得たかを検討する。 

イ 甲１文献の記載 

 甲１文献には，①被覆層２５の下面側の表面には，傷接触表面となるシ

リコーンを含む疎水性樹脂層５０と，これらの層を貫通する孔６０が設け

られ，傷からの体液が吸収層へ移動し得るようになっており，被覆層の疎

水性の表面は，吸収層へ体液などの液体が移動し得るように形成されるこ

と（【００２５】，【００２９】），②吸収層は，セルロース系繊維，パル

プ，高分子吸水ポリマー等の吸水性の高い材料を単独又は併用して使用す

ることができ，必要とされる吸収量にあわせてこれらの量を調整すればよ

く，特に，水吸収時にゲルを形成する物質を含ませることが好ましく，こ

のようにすることで，創傷を湿潤状態に保ち，傷の治癒を促進することが

できること（【００３４】）が記載されている。 

これによれば，甲１文献においては，被覆層を貫通する「孔６０」は，

傷からの体液を吸収層へ移動させるように機能するものであり，創傷を湿

潤状態に保ち，傷の治癒を促進することができるのは，上記「孔」の機能

によってではなく，吸収層において必要とされる吸収量にあわせて吸水性

の高い材料の量を調整し，特に，水吸収時にゲルを形成する物質を含ませ

ることによってであると理解できる。 

ウ 甲１０文献の記載 

 甲１０文献には，①同文献の創傷被覆材は，創傷からの浸出液による湿

潤環境を維持しながら治療する方法に好適であり，少なくとも３つの層か

ら構成され，創傷部位に接するように使用される側から第１層，第２層，

第３層の順に積層され一体化してなること（請求の範囲［１］，［０００

９］，［００１０］，図１），②第１層と第２層は積層された層間で少な

くとも部分的に接合されていて，強制的に剥離させるような外力を加えな
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い限り，通常の使用状態では各層が分離しないで積層された状態を保つこ

と（［００１５］，［００１７］），③第１層と第２層とは，第１層と第

２層との界面において貯留空間が滲出液で満たされても滲出液が面内方向

に広がることがない程度に密着していることが好ましいこと（［００４０］，

図３），④第１層の貫通孔について，密度，開孔率および深さを好ましい

範囲とすることによって，創傷面と第２層との間に適度な貯留空間を形成

して創傷面上に適度な滲出液を保持するとともに，滲出液が面内方向に広

がるのを防止することができること（［００２９］），⑤第１層の初期耐

水圧性は，比較的低いもので足り，第２層の初期耐水圧性よりも低いこと

が好ましいこと（［００３４］），⑥第２層は，加圧により水が透過可能

となる初期耐水圧性を備え，創傷から浸出液が滲み出す初期の段階では滲

出液による圧力に耐えて滲出液を透過させないとともに，滲出液による圧

力が所定の圧力を超えると滲出液を透過させる機能を有すること（［００

４２］），⑦第３層は，創傷部位から滲み出して第１層を経由して第２層

を透過した滲出液を吸収するための層であること（［００６１］）が記載

されている。 

これによれば，甲１０文献においては，創傷被覆材の，第１層と第３層

との間に第２層を挟み互いに分離しないようにすることは，甲１０文献の

「創傷からの浸出液による適切な湿潤環境を維持しながら治療する方法に

好適な，さらに改良された創傷被覆材を提供する」という課題（［０００

９］）の解決のために必須の構成であるというべきであり，甲１０文献の

第１層の貫通孔は，第１層を第２層と一体化させることで貯留空間を設け

て滲出液を保持する機能を担わせることを前提とする構成であることが理

解できる。 

エ 容易想到性について 

 以上のとおり，甲１文献においては，甲１－１発明の被覆層ではなく，
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組み合わされる吸収層が創傷を湿潤状態に保つ機能を有しているのであり，

体液を吸収層へ移動させる機能を有する被覆層の「孔」に，さらに滲出液

を保持する機能を担わせる改良を加えるべきことを示唆する記載はない。 

また，甲１０文献においては，第１層を第２層と一体化させることで貯

留空間を設けることを前提としているのに対し，甲１文献の傷手当用品は

被覆層と一体化する第２層に相当する構成を有しない。 

このような甲１文献に記載された傷手当製品と甲１０文献に記載された

創傷被覆材の構成の相違や，甲１－１発明の被覆層と甲１０文献の第１層

の有する機能の相違に照らせば，甲１０文献から第１層の貫通孔に関する

構成のみを取り出して，甲１－１発明における被覆層の「孔」に適用する

ことの動機付けは見出せない。 

また，甲３～１２，１４～１６，１８文献にも，甲１－１発明における

「孔」に滲出液を保持する機能を担わせることについての記載ないし示唆

はなく，これらの文献の記載を考慮しても，本件優先日当時の当業者が，

甲１－１発明に，甲１０文献記載の技術事項を組み合わせ，相違点１ｃに

係る構成を採用することを容易に想到し得たということはできない。 

よって，甲１文献，甲３～１２，１４～１６，１８文献に基づいて，本

件発明１が進歩性を欠如するとはいえない。 

オ 原告の主張について 

(ｱ) 原告は，本件優先日当時の技術常識・技術水準に照らし，甲１０文献

及び甲２０に接した当業者であれば，甲１０文献に記載された第１層と，

「その裏面に隣接し，液体と接触すると短時間に吸収，膨潤し，ゲル化

する材料を含む層」等を併用すると，これらが相互作用して湿った創傷

環境を長期間維持することができることを予見して，甲１－１発明にお

ける孔を改良して甲１０文献に記載された構成とする動機付けは十分に

あると主張する。 
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(ｲ) 原告は，その主張の前提となる本件優先日当時の技術常識・技術水準

として，①甲２０，５４～５７によれば，創傷部位に所望の水分量を維

持することができる創傷被覆材を提供することは，本件優先日当時の当

業者における周知の技術的課題であり，②甲１０文献，甲１９によれば，

初期耐水圧性を有する第１層は，滲出液の圧力に応じて，これを保持し，

又は透過させ，創傷面の適度な湿潤環境を保持することができることは，

本件優先日当時における当業者の技術常識であり，③甲１２文献，甲１

７によれば，滲出液の保持機能と滲出液の排出機能とを満たす創傷被覆

材を得るために，創傷部位に接する層に設けられた貫通孔に着目して，

これに改良を加えることは，本件優先日当時における当業者の通常の創

作能力の範囲であることを主張する。 

上記①について，本件優先日当時，創傷部位に所望の水分量を維持す

ることができる創傷被覆材を提供することが周知の技術的課題であった

ことは認められる（甲２０，５４～５７及び弁論の全趣旨）。 

しかし，上記②③に指摘された証拠には，特定の構成の被覆材におい

て第１層が初期耐水圧性を有するものが存在したこと（甲１０文献，甲

１９），貫通孔ではなく，創傷部と表面シートとの間に滲出液を保持す

る特定の構成が存在したこと（甲１２文献）が開示されているに過ぎな

い。なお，甲１７は，本件優先日後に公開された文献であり，本件優先

日当時の技術常識ないし技術水準を示すものということはできない。 

(ｳ) また，甲１０文献と甲２０は，積層される層の構成が異なり，湿潤状

態を保持するための技術思想が異なることは明らかである（甲１０文献

[００４４]，[００５３]。甲２０【００１３】，【００１８】，【００

２３】，【００２５】等）。 

(ｴ) 以上によれば，原告の指摘する証拠の記載によっても，甲１０文献か

ら第１層の貫通孔に関する構成のみを取り出して，甲１－１発明におけ
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る被覆層の「孔」に適用することの動機付けを見出せないことには変わ

りはない。 

(ｵ) 原告は，甲１０文献に記載された第１層と第２層を一体の層とみなし

て甲１－１発明に適用することも主張するが，甲１文献には，傷からの

体液を吸収層へ移動させる機能を有する被覆層をあえて複数の層に改変

した上で，滲出液を保持する機能という新たな機能を付加することを示

唆する記載はなく，これまで説示したところに照らし，甲１０文献に記

載された第１層と第２層を一体の層とみなして甲１－１発明に適用する

動機付けは見出せない。 

原告のその余の主張も，上記動機付けについての判断を左右するもの

ではない。 

(3) 相違点５ａの容易想到性 

ア 相違点５ａは，本件発明５の表面シートの貫通孔が，創傷部位と第２表

面との間に貯留空間を有し，創傷部位の上に滲出液を保持し，第１表面と

第２表面との間の寸法は１００～２０００μｍであるのに対し，甲１－２

発明のシート状の被覆層の孔は，上記のような特定がされていない点を含

むものである。 

イ これによれば，相違点５ａの容易想到性に関しては，相違点１ｃについ

て(2)において述べた点が妥当する。したがって，甲１－２発明において相

違点５ａに係る構成を採用することは，当業者が容易に想到することがで

きたものとはいえない。 

(4) 相違点２２ｃの容易想到性 

ア 相違点２２ｃは，本件発明２２の表面シートの貫通孔が，創傷部位と第

２表面との間に貯留空間を有し，上記の創傷部位の上に滲出液を保持し，

第１表面と第２表面との間の寸法は１００～２０００μｍであるのに対し，

甲１－２発明のシート状の被覆層の孔は，上記のような特定がされていな
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い点である。 

イ これによれば，相違点２２ｃの容易想到性に関しては，相違点１ｃにつ

いて(2)において述べた点が妥当する。したがって，甲１－２発明において

相違点２２ｃに係る構成を採用することは，当業者が容易に想到すること

ができたものとはいえない。 

(5) まとめ 

 本件発明２～４，６～２１，２３～２６は，直接又は間接に本件発明１，

５又は２２を引用するものであるから，甲１－１発明又は甲１－２発明とは

相違点１ｃ，５ａ又は２２ｃにおいて相違する。 

 そうすると，本件優先日当時の当業者は，本件発明１～２６について，甲

１－１発明又は甲１－２発明に，甲３～１２，１４～１６，１８文献記載の

事項を組み合わせることにより容易に想到し得たとはいえない。 

 したがって，本件発明１～２６の進歩性についての審決の判断には誤りは

ない。 

３ 取消事由２（サポート要件の判断の誤り）について 

(1) サポート要件について 

特許請求の範囲の記載がサポート要件に適合するか否かについては，特許

請求の範囲の記載と発明の詳細な説明の記載とを対比し，特許請求の範囲に

記載された発明が，発明の詳細な説明に記載された発明で，発明の詳細な説

明の記載又はその示唆により当業者が当該発明の課題を解決できると認識で

きる範囲のものであるか否か，また，その記載や示唆がなくとも当業者が出

願時の技術常識に照らし当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のも

のであるか否かを検討して判断すべきものと解される。 

(2) 本件発明１について 

ア 本件明細書には，課題を解決するための手段として本件発明１に係る特

許請求の範囲の記載と同様の記載がある（【００１１】の［１］，［２］，
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［６］及び［７］等）。 

本件発明１の「接触角が８５度以上」について，本件明細書の【００３

５】によれば，その「接触角」はθ/２法によって測定した動的接触角の値

を意味することが理解される。 

本件明細書には，「接触角」の測定について，ＪＩＳ Ｋ ２３９６（甲

４３）に従い，液適法によって測定した測定法が具体的に記載されている

（【００３６】）。さらに，このような方法により接触角を測定する場合

の本件出願日当時の技術常識として，①測定開始直後における液面の振動

を受ける時期では大きな接触角が測定され，ある程度の時間が経過した後

の蒸発の影響が大きくなる時期では小さな接触角が測定されるため，これ

らの時期における測定結果を採用しないこと，②測定開始直後における液

面の振動を受ける時期の後は，蒸発の影響により時間の経過とともに接触

角が小さくなっていくため，速やかに測定する必要があることが認められ

る（甲４３・１２頁の「9.12.1 f)2）」，甲４５・５１～５３頁，乙７・

【０００９】，【００１０】，【００２０】）。以上によれば，当業者は，

本件発明１の「接触角が８５度以上」との記載について，測定開始直後に

おける液面の振動を受ける時期の後速やかに測定した接触角が８５度以上

であることを理解するといえる。 

そして，本件明細書には，治療に必要な滲出液を創傷部位と透液層(１)

との間に保ち，且つ使用後に創傷被覆材(５)を容易に剥がせるという観点

から，接触角が８５度以上であると好ましいこと（【００３５】）と，Ｊ

ＩＳ Ｋ ２３９６に従った測定法による，実施例と比較例についての測定

結果（【０１０８】，【０１１０】～【０１１２】，【表１】及び【表２】）

が示されている。 

以上によれば，特許請求の範囲に記載された発明は，発明の詳細な説明

に記載された発明であり，かつ，当業者が，本件明細書の記載及び本件出
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願日当時の上記技術常識により，創傷からの滲出液による湿潤環境を維持

しながら治療する方法に好適な，さらに改良された創傷被覆材を提供する

という本件発明の課題（前記１(2)ウ）を解決できると認識できる範囲のも

のであるというべきである。 

イ したがって，本件発明１の特許請求の範囲の記載は，サポート要件に適

合するということができる。 

(3) 本件発明２～２６について 

 本件発明２～２６につき，「接触角が８５度以上」の部分については，上

記(2)について述べたところが妥当し，その余の特許請求の範囲の記載につい

ても，本件明細書の【００１１】によれば，発明の詳細な説明に記載された

ものであり，当業者が本件発明の課題を解決できると認識できる範囲のもの

であるといえるから，サポート要件に適合することについては，上記(2)と同

様である。 

(4) 原告の主張について 

ア 原告は，液適法によっては動的接触角を測定できないことを前提に，動

的接触角の測定にθ/２法を使用することはできないと主張する。 

「動的接触角」について，拡張収縮法や滑落法により測定される前進接

触角及び後退接触角であり，θ／２法では角度を測定できないとする文献

が存在する（甲４４，４５）。しかし，特開２００７－７７２６６（乙１・

【００３４】），特開２００６－２５９５３７（乙２・【００４９】），

特開２０００－１７８４９０（乙３・【００４０】）等においては，液滴

法を用いてθ／２法により角度を測定した接触角を「動的接触角」とする

記載がある。そうすると，動的接触角との用語を用いたからといって，直

ちに液適法によりθ／２法を用いて測定した接触角を意味しないというこ

とにはならないから，本件出願日当時，当業者は，本件明細書における前

記(2)アの記載を踏まえ，本件明細書における動的接触角は，液滴法により
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θ／２法を用いて測定された接触角を意味することを認識できたというべ

きである。 

また，原告は，本件明細書の【００３６】に記載された「ＦＴＡ－１０

０」は静的接触角の測定装置であると主張し，「ＦＴＡ－１００シリーズ」

が静的接触角の測定装置であるとするFirst Ten Angstroms社のウエブサイ

トの記載がある（甲５０）が，上記に説示したところによれば，この点も，

サポート要件適合性に関する前記判断を左右するものではない。 

イ 原告は，本件明細書の「液滴法により，１，３，５，１０分経過後の各

動的接触角を測定し」との記載（【００３６】）によれば，本件発明の「接

触角が８５度以上であり」についてどの時点での測定値であるのか認識で

きないなどと主張するが，本件発明の「接触角」の意義についての判断は

前記(2)アに説示したとおりであり，原告の指摘する記載はサポート要件適

合性の判断を左右するものではない。 

ウ 以上によれば，本件発明の特許請求の範囲の記載はサポート要件に適合

するというべきであり，原告の主張は採用できない。原告の主張するその

余の点も，上記認定を左右するものではない。 

(5) まとめ 

したがって，本件発明１～２６のサポート要件適合性についての審決の判

断には誤りはない。 

４ 以上のとおりであるから，原告の主張する取消事由はいずれも理由がなく，

原告の請求は棄却すべきであるから，主文のとおり判決する。 
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別紙 

本件明細書図面目録 

【図１】 

 

 

【図２】 
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甲１文献図面目録 

［図１］ 
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甲１０文献図面目録 

［図１］ 

 

 

［図３］ 

 

 

 

 

 

 

 

 


